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利用規約
本規約は、パートナー シップ グラッド（以下当事務所）の安否確認サービスをご利用いただく全てのお客様の権利と義務が規定されています。
一人暮らし当事者（以下会員A）・一人暮らしの方の親近者（以下会員B）と表記します。
利用者とは、会員A・会員B双方を指し、サービスを利用する全ての者。
第１条（用語の定義）
各用語は、次のような意味を有するものとします。
「サービス」：当事務所の管理下にあるインターネットサーバーに、当事務所が適宜提供する情報及び利用者の情報を設定し、インターネット上から利用者の安否確認するサービス。
「利用者」とは、当事務所が運営・管理するサイトのうち、サービスを利用する全ての者。

第２条（利用規約の適用および変更）
1. 本規約は、利用者と当事務所の一切の「サービス」利用に関して適用されるものとします。利用者は、利用に際し、本規約に同意しているものとみなされます。
2. 当事務所は、単独の裁量的判断に基づき、利用者の承諾を得ることなく本規約を変更できるものとします。また、「サービス」その他一切の要素の全部または一 部につき中止、改訂することができるものとし、 利用者はあらゆる条件について変更後の利用規約に従うものとします。
3. 本規約改訂後も、本規約は当事務所と利用者との間の一切の関係に適用されるものとします。 変更について、抜本的変更と当事務所が判断した場合に限り「サービス」上の一般掲示で利用者に通知するものとします。

第３条（通知及び同意の方法）
1. 当事務所から利用者への通知は、本規約に別段に定めのある場合を除き、「サービス」上の一般掲示により行われるものとします。
2. 本条1項の通知は「サービス」上に掲示された時点をもって利用者への通知が完了したものとみなし、別段の利用者からの異議申し立てがない限り、掲示日をもって、利用者が同通知の内容に同意したものとみなします。

第４条（利用者等の義務）
当事務所からの連絡には、出来るだけ即時に対応をお願いします。（下記１７条を厳守のこと）
利用者が、第９条のいずれかに該当することにより、当事務所が損害を被った場合、当事務所が当該利用者への「サービス」を停止したか否かにかかわらず、当該利用者は当事務所に対して損害賠償の義務を負うものとします。
第５条（利用権譲渡の禁止）
別途格別な合意がある場合を除き、利用者は「サービス」の利用に関する権利を第三者に譲渡もしくは売買、名義変更、質権の設定その他の担保に供する等の行為はできないものとします。

第６条（利用者の設備）
1. 利用者は、「サービス」にアクセスするために必要なコンピュータ、通信機器、電話回線、インターネットへの接続回線その他全ての機器設備を、自己の責任と 費用負担において準備し、かつ電話料金、回線使用料等の通信費用を、自己の責任と費用において負担するものとします。
2. 上記の設備またはソフトウェアが当事務所の業務を妨害していると認められる場合は、当事務所は事前の通告なしに使用を中止させる事ができます。
3. 利用者は、アクセス用の設備、「サービス」へのアクセス手法及び「サービス」の利用方法について、当事務所の定める条件を遵守するものとします。

第７条（保証）
「サービス」に関しては、明示、黙示を問わず当事務所による保証は一切与えられることがなく、提供される時点で有する状態でのみ 提供されることとします。但し、日本の法律による適用がある保証で、その適用の排除ないし制限が認められないものについてはその限りではありません。

第８条（法令の遵守）
利用者は、「サービス」の利用に関し適用される全ての法規（日本法に限らず、関係する諸外国の法規も含みます）を遵守しなければ なりません。利用者は、インターネット関連の資源の適切な利用に関する一般に公正と認められる規則を遵守するものとします。当事務所がこれらの法令等に反 すると判断した場合、利用者に通知することなく、「サービス」を停止することができるものとします。

第９条（利用の停止）
当事務所が以下の項目に該当すると判断した場合、当事務所は単独の裁量的な判断により全ての「サービス」に対する利用者のアクセス及び利用を、利用者に事前に通知または催告することなく、かかる違反状態が解消するまで停止させることができるものとします。
（１）利用者が本規約の何れかの条項に違反した場合。
（２）利用者が当事務所の利益に反する行為をした場合。
（３）利用者が本規約第８条（法令の遵守）に違反する場合。
（４）利用者について、手形交換所の取引停止処分、もしくはその利用者の資産について差押や滞納処分を受けた場合。
（５）利用者について、破産、民事再生手続、会社更生手続、会社整理もしくは特別清算の申立の事由があった場合。
（６）利用者について、破産の申立があった場合、または後見開始もしくは補佐開始の審判を受けた場合。
（７）当事務所「サービス」の業務遂行上支障を及ぼすと認められる場合。
（８）その他当事務所が利用者として不適当と判断した場合。

第１０条（利用者資格の喪失および利用の停止の効果）
1. 当事務所が本規約９条（利用の停止）に従って「サービス」利用を停止させた場合、利用者は、蓄積された全てのデータに対するアクセスの権利を失い、当事務所はその当該利用者に対していかなる形態であれそれらデータあるいはそのコピーを利用させる義務を負いません。
2. 利用者の責任及び利用者に対する制限の全てに関する各条項は利用契約の終了後も継続して完全な効力を維持するものとし、利用者はサービス利用期間及び期間経過後を問わず本規約違反、制限違反により被った当事務所の一切の損害を賠償するものとします。 

第１１条（サービスの中止・中断）
1. 当事務所は、「サービス」の運営に関し、本サービスの利用を監視し、必要と認める場合、自己の裁量において、本サービスへのアクセスを制限することができます。
2. 当事務所は、以下の事項に該当する場合、本サービスの運営を中止・中断できるものとします。
（１）「サービス」のシステムの保守を定期的に又は緊急に行う場合。
（２）戦争、暴動、騒乱、労働争議、地震、噴火、洪水、津波、火災、停電その他の非常事態により、本サービスの提供が通常どおりできなくなった場合。
（３）その他、当事務所が、「サービス」の運営上、一時的な中断を必要と判断した場合。
3. 当事務所は、前項の規定により、「サービス」の運営を中止・中断するときは、あらかじめその旨を利用者に通知するものとします。但し、緊急やむを得ない場合は、この限りではありません。
4. 当事務所は、「サービス」へのアクセス制限、「サービス」の中止・中断などの発生により、利用者又は第三者が被ったいかなる損害について、理由を問わず一切の責任を負わないものとします。

第１２条（情報の使用）
1. 当事務所は、利用者が「サービス」を利用する過程において当事務所が知り得た情報(履歴等)を収集し、「サービス」提供の目的のために使用するものとします。
2. 当事務所は、以下の項目に該当する場合を除き、前項で規定される情報を第三者に開示しないものとします。
（１）当事務所が、本サービスに起因して発生する事務の一部を、サーバの提供者に委託する場合その処理に必要な情報を委託会社に開示する場合。
（２）当事務所が、本サービスの利用動向を把握する目的で収集した情報(利用者の個人が特定できない情報群)を統計データとして既存サービスの拡大、新規サービスの開発の業務を行うために利用し、必要に応じて業務提携先等に開示する場合。
（３）刑事訴訟法その他の法令に基づく強制処分により国家機関等により開示が求められた場合。
（４）当事務所が、「サービス」の運営委託、営業譲渡等の理由により開示する場合。
第１３条（権利の帰属）
1. 「サービス」を構成するすべてのプログラム、ソフトウェア、情報、手続き、商標、商号及びこれらに付随する技術全般に関する権利は、当事務所に帰属するものであり、利用者は、これらの権利を侵害する行為を一切行ってはならないものとします。
2. 利用者は、いかなる方法においても、「サービス」を通じて提供されるいかなる情報又はファイルを、著作権法で定める利用者個人の私的利用の範囲外の使用をすることはできないものとします。
3. 利用者は、いかなる方法においても、第三者をして、「サービス」を通じて提供されるいかなる情報又はファイルを、使用させたり、公開させたりすることはできないものとします。
4. 本条の規定に違反して紛争が発生した場合、利用者は、自己の費用と責任において、当該紛争を解決するとともに、当事務所をいかなる場合においても免責し、また、損害を与えないものとします。

第１４条（譲渡）
当事務所は、利用者の事前の承諾を得ることなく、本規約に基づく権利を当事務所のグループ会社に譲渡し、また、本規約に基づく義務を当事務所グループ会社に引き受けさせることができるものとし、利用者は、これに異議なく同意します。但し当事務所のグループ会社以外への譲渡の際は、利用者の承諾を必要とする。
第１５条（免責事項）
「サービス」提供における、遅滞、変更、中断、中止、停止及び廃止、「サービス」を通じて登録又は提供される情報等の流失もしく は消失並びにその他「サービス」に関連して発生した利用者又は第三者の損害について、別途定めがある場合を除いて、当事務所は、一切の責任を負わないもの とします。
当事務所からの連絡に利用者が即時に対応できなくて起きた被害等につきましては、当事務所は、責任を負いかねます。

第１６条（全般）
1. 「サービス」に関連して、利用者と当事務所との間で紛争が生じた場合には、当該当事者がともに誠意をもって協議するものとします。
2. 前項により協議をしても解決しない場合、当事務所の本店所在地を管轄する裁判所を第一審の専属管轄裁判所とします。
第１７条（システム＆雑条）
1. 当事務所から、会員Aに安否確認のメールが届いた場合、会員Aは、必ず24時間以内に返信するものとします。但し、体調異常の際は、これにあらず。
2. 会員Bが会員Aからの体調異常メールを確認した場合は、必ず当日中に様子伺いをお願いします。
3. 会員Bは、会員Aからの体調異常メールが当事務所経由で転送メールが入った場合は、当日内に確認済メールをPSGの指定アドレスへ送信するものとします。
4.サービススタート前に必ず、各アドレスを「個人情報確認書類」参照の上、携帯メモリー登録して会員A、会員B間で、テスト送信を行って下さい。
※通信トラブル及び、利用者が利用規約・契約規約を厳守できなかった場合において利用者に被害が生じた場合、当事務所は責任を負いかねます。
付則　本内容は2011年1月25日
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契約規約

本規約は、パートナー シップ グラッド（以下当事務所）の安否確認サービスのご契約いただく全てのお客様の権利と義務が規定されています。
一人暮らし当事者（以下会員A）・一人暮らしの方の親近者（以下会員B）と表記します。
利用者とは、会員A・会員B双方を指します。
第１条（契約方法）
（入会に関して会員A、会員B双方が本サービスに了解済みの場合に限ります）契約者が契約時に必要な情報をメールにて当 事務所宛に送信し、当事務所が契約書を作成し送付いたします。到着した契約書に署名捺印後に返送し当事務所到着後に契約が成立し、入金確認後からサービス がスタートし、二ヶ月自動更新とします。（契約者は、会員A、会員B、双方が了解済みの場合に限るので、会員A、Bどちらの契約も可とする）

第２条（サービス利用料の支払い方法）
二ヶ月自動更新に合わせて二ヶ月分を当事務所指定の「ぱるる」口座宛に前納（契約前月26日まで）いただくものとし、振込み手数料は、利用者様負担とさせていただきます。

第３条（退会）
退会時は、退会月の前月15日までにメールにて、退会のお知らせをお願いします。お知らせいただいた翌月末の退会になり ます。退会時に一ヶ月分の利用料を前納いただいている場合は、一ヶ月分を返金させていただきます。但し、利用規約による利用者資格の喪失の場合は、返金の 対照でないものとします。 

第４条（オプション）
＜現在は、オプション未実行です。実行時は詳しい規約も公示させていただきます＞

会員Aの様子伺いに会員Bが行けない場合に会員Bからの依頼または、会員Aからの依頼があった場合は、会員Bの代わりに様子伺い代行を承ります。 費用は、基本料金1時間10,000円とし、以降1時間単位で10,000円の費用が発生します。（お支払いは、代行後のお支払いになります）代行者が当 事務所を出た時点からの費用発生になります。

第５条（利用できないアドレス）
以下のメールアドレスは、当システム ではご利用になれませんので、契約前に変更してください。
* 利用できない文字　「` ) ( " ' ; | & \」
* 先頭に「-」のあるメールアドレス
* 「=」が入っているメールアドレス（使用できるように対応予定）
付則　本内容は2011年1月17日
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